
（資料Ⅰ）

【公共事業関係費】
新規事業採択箇所数

直轄事業 18

補助事業等 30

ダム事業 直轄事業 4

補助事業等 7

砂防等事業 直轄事業 0

補助事業等 224

直轄事業 1

補助事業等 34

直轄事業 13

補助事業等 146

土地区画整理事業 35

市街地再開発事業 34

都市再生推進事業 37

まちづくり総合支援事業 133

直轄事業 11

補助事業等 9

51

26

28

住宅地区改良事業 16

23

11

密集住宅市街地整備促進事業 11

下水道事業 48

直轄事業 0

補助事業等 145

都市基盤整備公団事業 2

合　　　　計 1,097
※１砂防等事業の箇所数は、砂防事業、地すべり対策事業、急傾斜地崩壊対策事業、雪崩対策事業の合計数。
※２海岸事業の直轄事業の１件は直轄事業区域の拡大。
※３
※４

【その他施設費】
新規事業採択箇所数

官庁営繕事業 4

小笠原諸島振興開発事業 2

離島振興特別事業 2

海上保安庁船舶建造事業 3

合　　　　計 11

　※　官庁営繕事業の新規事業採択箇所数４箇所には、増築１箇所を含む。

都市・幹線鉄道整備事業

平成１４年度予算に向けた新規事業採択時評価について

事　　　業　　　区　　　分

河川事業

海岸事業

事　　　業　　　区　　　分

都市再生推進事業の箇所数は、市街地環境整備事業、都市再生区画整理事業、都市再生総合整備事業、都市防
災総合推進事業、都市再生交通拠点整備事業の合計数。

市街地再開発事業には、一般会計補助のみの事業を含む。

道路・街路事業

港湾整備事業

住宅宅地関連公共施設等総合整備事業

住宅市街地整備総合支援事業

都市公園事業

航路標識整備事業

鉄道防災事業


